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＜改正後＞ ＜現 行＞ 

宮城県農業農村整備事業等設計業務共通仕様書 

第１章 総   則 

第１節 総   則 

第１－１条 【略】 

 

第１－２条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）～（８） 【略】 

（９） 「契約書」とは、「建設工事に係る調査測量等の契約の取扱いについて」の別紙委託契約

書をいう。 

（10）～（33） 【略】 

 

第１－３条 【略】 

 

第１－４条 設計図書の支給及び点検 

【略】 

２ 受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義がある場合には、調査職員に報告し、その指

示を受けなければならない。 

３ 【略】 

 

第１－５条 【略】 

 

第１－６条 管理技術者 

１～２ 【略】 

３ 管理技術者は、設計業務等の履行に当たり、技術士（総合技術監理部門（業務に該当する選

択科目）または業務に該当する部門）、シビルコンサルティングマネージャー（以下、「ＲＣＣ

Ｍ」という。業務に該当する部門）、農業土木技術管理士、畑地かんがい技士（畑地かんがい業

務に限る）、農業水利施設機能総合診断士（農業水利施設システムの総合的な機能診断業務に限

る）、農業水利施設補修工事品質管理士［コンクリート構造物分野］（農業水利施設補修工事（コ

ンクリート構造物）の設計業務に限る）のいずれかの資格保有者、あるいはこれと同等の能力

と経験を有する技術者とし、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならな

い。同等の能力と経験を有する技術者とは、次の各号に定める業務経験を有するものとする。

（１） ～ （３） 【略】 

４～７ 【略】 

８ 管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等

やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発

注者の承諾を得なければならない。 

宮城県農業農村整備事業等設計業務共通仕様書 

第１章 総   則 

第１節 総   則 

第１－１条 【略】 

 

第１－２条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）～（８） 【略】 

（９） 「契約書」とは、「建設工事に係る調査測量等の契約の取扱いについて」（平成２５年３

月２７日付け出契第１４５９号副知事依命通達）の別紙委託契約書をいう。 

（10）～（33） 【略】 

 

第１－３条 【略】 

 

第１－４条 設計図書の支給及び点検 

【略】 

２ 受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義がある場合には、調査職員に書面により報告

し、その指示を受けなければならない。 

３ 【略】 

 

第１－５条 【略】 

 

第１－６条 管理技術者 

１～２ 【略】 

３ 管理技術者は、設計業務等の履行に当たり、技術士（総合技術監理部門（業務に該当する選

択科目）または業務に該当する部門）、シビルコンサルティングマネージャー（以下、「ＲＣＣ

Ｍ」という。業務に該当する部門）、農業土木技術管理士、畑地かんがい技士（畑地かんがい業

務に限る）、農業水利施設機能総合診断士（農業水利施設システムの総合的な機能診断業務に限

る）、                                        

                   のいずれかの資格保有者、あるいはこれと同等の能力

と経験を有する技術者とし、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならな

い。同等の能力と経験を有する技術者とは、次の各号に定める業務経験を有するものとする。 

（２） ～ （３） 【略】 

４～７ 【略】 

【新設】 
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＜改正後＞ ＜現 行＞ 
第１－７条 照査技術者 

１ ～ ５ 【略】 

６ 照査技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等

やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発

注者の承諾を得なければならない。 

 

第１－８条 ～ 第１－１０条 【略】 

 

第１－１１条 業務計画書 

【略】 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

(1)～ (10)  【略】 

  なお、(2)実施方針又は(10)その他には、第 1-31 条安全等の確保、第 1-35 条個人情報の取扱

い及び第 1-36 条行政情報流出防止対策の強化に関する事項も含めるものとする。 

また、受注者は、設計図書において照査技術者による照査が定められている場合には、照査

計画についても記載しなければならない。 

３、４ 【略】 

 

第１－１２条 ～ 第１－２７条 【略】 

 

第１－２８条 再委託 

契約書第７条第１項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるものをいい、受注者

は、これを再委託することはできない。 

（１） 設計業務等における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等 

（２） 解析業務における手法の決定及び技術的判断 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、速記録の作成、トレース、模型製作、計算処理

（単純な電算処理に限る）、データ入力、アンケート票の配布、資料の収集・単純な集計、電子

納品の作成作業、その他特記仕様書に定める事項の再委託に当たっては、発注者の承諾を必要

としない。 

３ 受注者は、前２項に規定する業務以外の再委託に当たっては、書面により発注者の承諾を得

なければならない。 

４ 【略】 

 

第１－２９条 ～ 第１－３４条 【略】 

 

第１－３５条 個人情報の取扱い 

  受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情

報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関す

る法律（平成 15 年法律第 57 号）、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15

第１－７条 照査技術者 

１ ～ ５ 【略】 

【新設】 

 

 

 

第１－８条 ～ 第１－１０条 【略】 

 

第１－１１条 業務計画書 

【略】 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

(1)～ (10)  【略】 

                                           

                                         

なお、受注者は、設計図書において照査技術者による照査が定められている場合には、照査

計画についても記載しなければならない。 

３、４ 【略】 

 

第１－１２条 ～ 第１－２７条 【略】 

 

第１－２８条 再委託 

契約書第７条第１項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるものをいい、受注者

は、これを再委託することはできない。 

（１） 設計業務等における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断 

【新設】 

ただし、受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型製

作などの簡易な業務の再委託に当たっては、発注者の承諾を必要としない。 

 

 

２ 受注者は、前項に規定する業務以外の再委託に当たっては、発注者の承諾を得なければなら

ない。 

３ 【略】 

 

第１－２９条 ～ 第１－３４条 【略】 

 

【新設】 
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＜改正後＞ ＜現 行＞ 
年法律第 58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関する法律（平成 25

年法律第 27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は

毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 秘密の保持 

受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、

又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様

とする。 

３ 取得の制限 

受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、

本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範

囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなければならない。 

４ 利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための

利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

５ 複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために

発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

６ 再委託の禁止及び再委託時の措置 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための

個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはな

らない。 

なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾がある場合においては、個人情報の適切な管理

を行う能力を有しない者に再委託することがないよう、受注者において必要な措置を講ずるも

のとする。 

７ 事案発生時における報告 

受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったと

きは、速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなければならない。なお、発注者の指示が

あった場合はこれに従うものとする。また、契約が終了し、又は解除された後においても同様

とする。 

８ 資料等の返却等 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後速やかに発注

者に返却し、又は引き渡さなければならない。ただし、発注者が、廃棄又は消去など別の方法

を指示したときは、当該指示に従うものとする。 

９ 管理の確認等 

(１) 受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係る個人

情報の管理の状況について、年１回以上発注者に報告するものとする。なお、個人情報の取

扱いに係る業務が再委託される場合は、再委託される業務に係る個人情報の秘匿性等その内

容に応じて、再委託先における個人情報の管理の状況について、受注者が年１回以上の定期
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＜改正後＞ ＜現 行＞ 
検査等により確認し、発注者に報告するものとする。 

(２) 発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。ま

た、発注者は必要と認めるときは、受注者に対し個人情報の取扱状況について報告を求め、

又は検査することができる。 

10 管理体制の整備 

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体

制を定め、第 1－11 条で示す業務計画書に記載するものとする。 

11 従事者への周知 

受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得

た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、

個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

 

第１－３６条 行政情報流出防止対策の強化 

受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、第 1

－11 条で示す業務計画書に流出防止策を記載するものとする。 

２ 受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければならな

い。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する事項

を遵守するものとする。 

（行政情報の目的外使用の禁止） 

受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的以外に

使用してはならない。 

（社員等に対する指導） 

（１） 受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派遣

労働者並びに取締役、相談役及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。）に対し

行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図るものとする。 

（２） 受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとする。

（３） 受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託先業者

に対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこと。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て複製し

た行政情報を含む。以下同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実施途中におい

て発注者から返還を求められた場合、速やかに直接発注者に返却するものとする。本業務の実施

において付加、変更、作成した行政情報についても同様とする。 

（電子情報の管理体制の確保） 

（１） 受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者と

いう。）を選任及び配置し、第 1－11 条で示す業務計画書に記載するものとする。 

（２） 受注者は、次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新設】 
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＜改正後＞ ＜現 行＞ 
イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 

ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（電子情報の取扱いに関するセキュリティの確保） 

受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならない。

イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

ロ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

ハ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

（事故の発生時の措置） 

（１） 受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報

流出事故にあった場合には、速やかに発注者に届け出るものとする。 

（２） この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置を

とり、事故の再発防止の措置を講ずるものとする。 

３ 発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認を

行う場合がある。 

 

第１－３７条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）、労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第

50 号）、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）及び厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）

の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入し

なければならない。 

 

第２章 設計業務  【略】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

第２章 設計業務  【略】 

 

 


